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１．はじめに

　これまでの日本の社会科教育学では，「論争問題学
習」をどのように受け止め，研究が進められてきたの
か。その到達点と課題は何か。本稿では，これらの問
いを追求することで，これまでの論争問題学習研究の
特質と課題を明らかにすることを目的とする。
　本研究の背景として，論争問題学習の位置づけが近
年大きく転換したことをあげたい。
　先行研究の１つとして，1967年から2014年の社会科
教育学の「論争問題学習」に関する論文を検討した溝
口（2015）は，次のように日本の社会科教育研究にお
ける「論争問題学習」の特質を説明している。

わが国の「論争問題学習研究」の特質は，米国社会
科における論争問題学習のカリキュラムや単元構成
の原理に学びつつも，多くの単元開発研究を通して，
わが国独自の論争問題学習「論（theory）」を構築
してきたことにある。学習指導要領が実質的な教育
内容編成の枷として存在するわが国において，それ
とは異なる原理をもち，理論的にも実際的にも卓越
する，市民性教育のための社会科教育論を提起する
ことは，個々の学会員にとって大きな課題となって
きた。学習指導要領社会科に対抗しうる，社会科の
オルタナティブを形成する研究は，その点で大きな
意義をもつものであった（p.74）。

　溝口によれば，「論争問題学習」という用語そのも
のは米国の教育論からの借用であり，それを踏まえて
新しい教科のあり方を提案する規範・原理的研究がほ
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とんどであった。ここから，２点の役割があることが
分かる。第１は，論争問題学習が，市民性教育のため
の社会科教育論として重要な意味を持つという点。第
２は，日本の学習指導要領社会科に対抗するオルタナ
ティブを生み出す概念として機能してきた点である。
　しかし，なぜ，論争問題学習は「オルタナティブ」
でしかなかったのだろうか。溝口（2015）では言及さ
れていないが，日本の社会科教育授業で論争問題学習
は行いにくいものであったことがあげられるだろう。
いわゆる「脱政治化（小玉，2016）」していた学習指
導要領社会科が枷となり，事実上，論争問題学習を排
除するものとなっていた。
　「脱政治化」とは，1950年代の激しい政治的対立を
背景にして成立した，「教育的価値の中立性」に依拠
したリベラルな教育学の台頭により，事実上学校にお
ける政治教育がタブーになったことをさしている。社
会科教育においても，子どもの市民的資質育成から引
き下がり，科学的社会認識形成を中核に置くべきと
いった社会科学科の台頭や浸透もこの流れの中に位置
付けることができる。こうした時代背景を想定すると，
子どもや社会の価値や認識対立を前提に置いた論争問
題を中核に置き，議論や討論を行いながら，その背景
や解決策を考えることは困難であったと推測される。
　こうした「脱政治化」が続いた社会状況を前提とす
ると，従来の「論争問題学習」は，子どもが市民とし
て社会の現実問題を論争し，解決するという，社会科
の成立当初からの趣旨である「民主社会の担い手をい
かにして育てるか」という市民的資質育成を中核に置
いた教育論のシンボル的な役割を果たしていた。これ
がオルタナティブとして論争問題学習が機能していた
背景としてあげられよう。
　しかし，こうした流れは，溝口のレビューが行わ
れた2010年代に大きく変容している。冷戦が終結した
1990年代以降，教育の再政治化の流れ（小玉，2016）
が加速化し，2010年代の裁判員制度や公職選挙法改正
で大きな転機を迎えた。これまで「未熟な市民」とし
て知識を伝達される存在でしかなかった子どもたちを
市民として受け止めることが求められるようになっ
た。これに伴い，「主権者教育」という名のもとで支
援が拡大し，副教材『私たちが拓く日本の未来』の発
表や主権者教育アドバイザー制度などが提案されるよ
うになった。
　即ち，これまで「オルタナティブ」であった論争問
題学習の位置づけは，政策的バックアップを受けて，

「メインストリーム」へと転換している。こうした根
本的な前提の転換によって，論争問題学習研究はどの
ように変化したのか。

　本稿では「教育借用 (educational borrowing)」とい
う観点から，日本の論争問題学習研究の特質を見てい
くことにしたい。これまでの社会科教育学における論
争問題学習研究が，どのように日本の文脈に応じて，
変容したか。どの側面に注目していったかを検討する
ことにより，これまでの研究の到達点と課題を明確に
することができる。
　「教育借用」の理論を整理した田中（2005）によれば，

「教育借用」は「外在化」→「再文脈化」→「内在化」
という段階を経て進行するという。まず，自国の教育
制度に引き寄せて，当該国を選択し，その制度や内容
を参照する段階が「外在化」である。これを受けて，
次に自国の教育理念や方法に合わせて読み替える段階
が「再文脈化」である。そして，最終的に自国の教育
の伝統や教育文化に合うものであるとして評価する段
階が「内在化」である。
　本稿では，日本の論争問題学習研究が「外在化」→

「再文脈化」→「内在化」のどの段階まで至っている
のか，そして，その際，どのような問題意識でどの国
をどのように論じていたのかについて検討する。なぜ
なら，田中（2005）が指摘するように，同じ国や人物
であっても，そのまま借用することはあり得ず，常に
自国の問題意識を参照しながら行われるためである。
　従って，本稿では次のような論の構成を取ることに
する。
①　日本の論争問題学習研究の基礎データを確定し，

年代ごとにどのように研究が変遷してきたかを見
とる（２章）。

②　論争問題学習研究に関する文献を基に，論争問題
学習の特質を抽出する分析視点を確定する（３章
１節）。

③　②の視点から①を振り返ることで，日本の研究に
おける論争問題学習アプローチの特質を解明する

（３章２節）。
④　論争問題学習研究・学習アプローチの特質が生ま

れた理由や背景を考察し，今後の研究への課題を
引き出す（４章）。

２．日本における論争問題学習研究の
変遷

２－１．基礎データの確定
　基礎データの確定は，第１著者から第３著者までの
ピアチェックの下，以下のプロセスで実施した。
①検索エンジンの Google scholar, CiNii を用い，タイ
トル・論文内に「論争問題」「学習」「社会科」「授業」
があるものを重複を避けて選択（該当論文は135本）



表１：国内の論争問題学習研究の蓄積状況

（筆者作成）
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②上記の①には該当しないものの，先行研究（棚
橋・桑原，2001；溝口，2015）で「論争問題学習研
究」と認定されている文献を追加（該当論文は59本）
③該当論文を参照し，「書評」と「明らかに違うも
の」を除外（該当論文は80本）
④該当論文を読み，「著者」「出版年」「題目」「出所」

「問題意識」「目的」「研究方法」「論争問題学習の定
義」「参照した基礎文献」の項目に分け，基礎デー
タ (1) を作成
２－２．基礎データの概観：研究方法を視点として
　表１は，1972年から2019年までの論争問題学習に関
する研究動向について，「研究方法論（縦軸）」と「教
育借用の段階（横軸）」を枠組みとして分析し，10年
ごとに整理したものである。作成手続きを以下に示そ
う。
　まず，草原（2015）が示す社会科教育学研究方法を
分析枠組みとし，①規範的・原理的研究，②開発的・
実践的研究，③実証的・経験的研究のいずれかに先行
研究を位置づけた。分析結果は，①が総数38本，②が
総数29本，③が総数13本となる。
　次に，①～③の各研究の刊行年数に注目し，1970年
代の第１期，1980年代の第２期，1990年代の第３期，
2000年代の第４期，2010年代の第５期に振り分けた。
　最後に，田中（2005）が示す教育借用の段階を分析
枠組みとし，各期を「外在化」→「再文脈化」→「内
在化」のいずれかに位置づけた。以下では，各段階を
先駆的に築いていった研究（表１中の下線）に焦点化
しながら，各期の特徴をまとめてみたい。

⑴　第１期：学界での研究が萌芽した外在化段階
　第１期（1970年代）は，アメリカにおける論争問題
学習研究に注目し，国内論文として初めて「論争問
題」という概念が登場した一方，教育現場には浸透し
なかった時期である。そのため，第１期を「学界での
研究が萌芽した外在化段階」と位置づけることにする。
以下，その根拠を見てみよう。
　第１期では，①規範的・原理的研究のみであり，総
数６本の蓄積がある。溝上（1972）はニューマン，小
原（1975）はマシャラス，児玉（1976・1977）はオリ
バー，今谷（1978）はタバ社会科，池川（1978）はメ
トカーフを参照し，1960・70年代のアメリカ社会科に
おける多様な論争問題学習の原理（探求・社会的判
断・価値葛藤・反省的思考）を分析的に明らかにして
いる。各研究は，アメリカの論争問題学習研究を明ら
かにすることで，当時明らかになっていなかった社会
科教育の問題について光を当てている。以上のよう
に，第１期は当時の国内の社会科教育に対して問題提
起をするために，アメリカの「論争問題学習」という
規範・原理を外在化し，明確に析出した時期なのである。
⑵　第２期：教育現場での研究も萌芽した外在化段階
　第２期（1980年代）は，第１期に引き続いてアメリ
カにおける論争問題学習研究に注目していたものの，
研究本数としては蓄積が進まなかった時期である。し
かし，「論争問題」という概念が学界から教育現場に
も導入された事実を確認できる時期である。教育現場
での蓄積は，相対的に少ないため，第２期を「教育現
場での研究も萌芽した外在化段階」と位置づけること
にする。以下，その根拠を見てみよう。
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　第２期では，①～③の各研究方法で１本ずつ，総数
３本の蓄積がある。河田（1982）はシェーバーを参照
し，第１期とは異なる論争問題学習の原理（合理的意
思決定）を分析的に明らかにしている。吉田（1985）は，
論争問題を取り入れた小学校での授業記録から意思決
定能力が育成されたかを分析している。吉村（1986）
は，意思決定能力育成のための授業モデルを開発して
いる。各研究は，論争問題学習を通して合理的意思決
定能力の育成を目指している点で一致している。以上
のように，第２期は合理的意思決定能力の育成原理と
して「論争問題学習」という規範・原理が外在化され
て明らかにされたと同時に，合理的意思決定能力の育
成を目指す教育現場での取り組みも行われた時期なの
である。
⑶　第３期：理論・実践が隆盛した再文脈化段階
　第３期（1990年代）は，第１・２期と比較すると，
国内の社会科教育における理論上・実践上の課題が明
示され，その解決策としてアメリカの論争問題学習研
究が参照されている時期である。また，研究本数も理
論・実践ともに二桁に迫るようになった時期である。
そのため，第３期を「理論・実践が隆盛した再文脈化
段階」と位置づけることにする。以下，その根拠を見
てみよう。
　第３期では，①規範的・原理的研究が８本，②開発
的・実践的研究が７本，③実証的・経験的研究が２
本，総数17本の蓄積がある。第１・２期と同様，アメ
リカの社会科研究に着目した研究としては，例えば岡
明（1990・1991）が対抗社会化の必要性から，公的論
争問題を取り上げるエングルの社会科内容構成論を分
析的に明らかにしている。他にも，棚橋（1993）は子
どもの思考を評価する社会科研究が蓄積していないこ
とを問題視し，その解決策としてハーバード社会科の
社会的論争問題分析テストを手がかりに，社会科学習
評価のあり方を考察している。溝口（1994）は，開か
れた態度形成を可能にする歴史教育の原理と方法を明
らかにするために，オリバーらの『公的論争問題シリー
ズ』の単元構成を分析している。第１・２期とは異な
る育成原理に基づき授業を開発・実践した研究として
は，例えば吉村（1996）が合意形成能力を育成するた
めに様々な価値観を含む社会的論争問題を取り入れた
授業を開発している。各研究は，第１・２期の先行研
究を参照しつつ，新たに歴史教育分野でも研究が萌芽
したり，教育現場とのコミュニケーションを取るため
の材料として授業モデルや指導案を示したりする開発
的・実践的研究が隆盛し，理論・実践ともに基礎が構
築されてきた時期なのである。

⑷　第４期：アメリカ研究の内在化段階と新たなイギ
リス研究の外在化段階

　第４期（2000年代）は，第１～３期（1970～90年
代）で蓄積されてきたアメリカ由来の論争問題学習が
国内の教育現場にも定着したことが確認できる時期で
ある。また，第１～３期までは注目されてこなかった
イギリスのシティズンシップ教育の動向から論争問題
学習の原理を考察する研究も萌芽した時期である。そ
のため，第４段階を「アメリカ研究の内在化段階と新
たなイギリス研究の外在化段階」と位置づけることに
する。以下，その根拠を見てみよう。
　第４期では，①規範的・原理的研究が12本，②開発
的・実践的研究が８本，総数20本の蓄積がある。第４
期の開発・実践に見られる傾向は，佐長（2004）以降
の研究が論文内でアメリカ由来の「論争問題」という
概念の出所・意味をいちいち確認・定義しなくなった
ということである。これは，「論争問題（学習）」とい
う概念が翻訳用語から意味の暗黙の了解を得た用語へ
と変容したことを意味するだろう。各研究がアメリカ
研究を内在化する一方で，水山（2003）は先行研究が
注目してこなかったイギリスの動向を先駆的に明らか
にし，シティズンシップの育成と論争問題学習の関係
性を考察している。後述の第５期におけるイギリス由
来の研究の隆盛の扉を開いた時期でもあると言える。
⑸　第５期：イギリス研究の再文脈化・内在化段階と
新たなアメリカ研究の外在化・再文脈化段階

　第５期（2010年代）は，第４期に定着していたアメ
リカ由来の「論争問題（学習）」という概念が二つの
視点から問い直される時期である。一つは，当時から
隆盛し始めたイギリス研究から，もう一つは，新たな
アメリカ研究の動向が伝えられる中で，第１～３期ま
でとは異なる原理を分析する研究や教師の振る舞いに
着目した実証研究からである。そのため，第５期を「イ
ギリス研究の再文脈化・内在化と新たなアメリカ研究
の外在化・再文脈化段階」と位置づけることにする。
以下，その根拠を見てみよう。
　第５期では，①規範的・原理的研究が12本，②開発
的・実践的研究が15本，③実証的・経験的研究が11本，
総数38本の蓄積がある。研究本数が一気に増加してい
ることが目を引くが，注目したいのは第５期にもなる
と各研究の目的・対象・方法が複雑・多様化している
ということである。例えば，後藤（2011）はアメリカ
の新たな動向としてヘス（詳細は後述する）の論争問
題を取り扱う「教師」に注目している。これを受けて，
岩崎（2016a・2016b）は実証研究を先駆的に進めて
いった。他方，論争問題学習を行った「子ども」に注
目した岡田（2017）は，イギリス研究で注目されてい
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た「政治的リテラシー」の育成原理を分析した研究（岡
田，2016；松村ら，2017）の成果を，教育現場にも持
ち込んだ先駆的な研究として位置づけることができる

（他にも佐藤，2017；岡田，2019a・b）。以上のように，
第５期は「教師と子ども」，「イギリスとアメリカ」，

「理論と実践と実証」といったように，研究の目的・
対象・方法もあわせて多様化した時期であると言える。
２－３．小括
　以上５期に分けて検討していったが，ここで全体と
して見た日本の論争問題学習研究の変遷から見える研
究の特質を，以下３点にまとめよう。
① 当初はアメリカの研究からの借用が主であるが，

21世紀に入り，イギリス研究の成果が取り上げら
れるようになった。そのため，外在化→再文脈化
→内在化のプロセスが複数ある。

② 全体としては，規範・原理研究が主であったが，
開発・実践研究や実証・経験研究の蓄積も近年増
え，目標や方法論も多様化してきている。

③ 借用される論文にも傾向がある。アメリカ研究で
は，ニューマンやオリバーが引用・参照され，イ
ギリス研究ではクリックが中心である（例えば，
メトカーフの研究などは余り引用されていない）。

３．日本の研究における論争問題学習
アプローチの特質

　表１で整理した論争問題学習研究の中には，探究活
動の方向性や育成を目指す子ども像・市民像は異なる
ものがある。実践現場で実施することは難しいと想定
される日本の文脈で，どのような論争問題学習がこれ
まで取り上げられてきたのだろうか。
　その特質を抽出するべく，まず日本の社会科教育学
研究が論争問題学習を論じる際に参照してきたアメリ
カやイギリスの先行研究を参照し，想定される探究活
動を抽出し，分析視点としたい。
　日本における論争問題学習研究をまとめた溝口

（2015）では「理解する（Understanding）－行う
（Doing）」という二つの探究活動が分析視点とされた。
ところが，この二つの方向性では，論争の関係者の立
場から「行う」ことと子ども自身の立場から「行う」
こととが区別されにくい。前者はロールプレイ的に対
立させられるのに対して，後者は現実に社会で起きて
いる対立を子ども自らの立場から経験するものであ
る。
　本章では，こうした論争問題学習研究での子どもの
位置づけにも着目できる視点を用いることで，先行研
究を再整理し，論争問題学習論の特質を抽出したい。

３－１．分析視点
　結論から言えば，子どもが論争問題を探究する活動
としては，①論争点を明らかにしながら批評する方向
性，②論争の関係者の立場から意見を主張する方向性，
③子ども自身の立場から意見を主張する方向性の３つ
がある。３つの方向性は，アメリカとイギリスにおけ
る論争問題学習研究で目指されている子ども像・市民
像の分析から導出されたものである。以下，導出の根
拠を示す。
⑴　アメリカにおける論争問題学習アプローチ
　２章で見てきたように，論争問題学習は従来アメリ
カの研究，中でもニューマンやオリバーの研究を中心
として研究が進められてきた。現在，アメリカでは
ウィスコンシン大学マディソン校で市民性教育研究
を精力的に行ってきたダイアナ・ヘス（Hess, D.）が
ニューマンやオリバーなどの論争問題学習研究を継
承・発展させている。ここでは，ヘスの論考を検討
し，これまで日本が参照してきたアメリカにおける論
争問題学習アプローチの方向性やそこでの子どもの位
置づけを明らかにしたい。
　ヘス（2009）は，「論争問題」を「政治的な論争問
題（Controversial Political Issue）」と表現し，「公共
問題に対処するために採用されるべき政策の種類につ
いての真正（authentic）な問い」（Hess, 2009:5）と
定義している。
　例えば，「もっと多くの軍隊をイラクに送るべきか，
それとも撤退すべきか？」（Hess, 2009:5）といった政
策の是非を巡る問い，「国際社会はテロと闘うために
何をすべきか？」（Hess, 2009:5）といった政策の立案
を巡る問いのことを指す。
　こうした意味での論争問題を学校カリキュラムに取
り入れる意義について，ヘス（2009）は「子どもが学
校外の世界に対して真正な政治的関与・参加ができる
ように準備すること」（Hess, 2009:29）と説明してい
る。教室には多様な価値観や考え方を持った子どもが
存在しており，そうした子どもたちによって論争問題
が議論されることそれ自体が，「民主主義教育」だと
ヘスは考えている。なお，「民主主義教育」について，
ヘス（2009）は「学校の外にある政治的世界に参加し，
その政治的領域をダイナミックに表現し，社会の継続
的な変容を構築していく若者」（Hess, 2009:15）の育
成を図る教育だと定義している。
　つまり，ヘスにとって「論争問題学習」とは，民主
主義教育の必要性から生まれた真正な学習を意味する
のである。そして，探究活動をする上で，子どもたち
には論争点を分析すること，そして政治的寛容性と論
争の当事者性を持って論争に臨み，熟議（Deliberation）



表２：３つの分析視点
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を通して解決していくことが期待されるのである。
⑵　イギリスにおける論争問題学習アプローチ
　近年，アメリカの研究だけでなく，イギリスの「ク
リック・レポート」（Crick, 1998）を参照して論争問
題学習を論じる研究も見られるようになった。
　論争問題学習研究を扱う本研究は，同レポート中
に論争問題を取り扱うことが主張されているという
点に注目したい。同レポート中では，“controversial 
issues”という用語が「固定的あるいは普遍的に支持
されている見解のない問題」（Crick, 1998:56）という
定義で用いられている。例えば，歴史学習においては

「戦争や労働争議，革命，クーデタなどの要因」（Crick, 
1998:56）がある。
　このような定義がなされた背景には，同レポートに
おける市民像が影響していると考えられる。ここでの

「市民」とは，現実社会における異なる価値観の対立
に対して，その対立がなぜ起きているのかを明らかに
したり，さらには調停したりすること＝「政治」に関
わることとされる。
　しかし，同レポートでは「大人（adult）」と「子ど
も」が峻別されており，子どもは大人になるための準
備を行う段階として位置づけられていることに注意し
たい。なぜなら，このことは，論争問題学習において
子どもを価値観の対立を解消する主体ではなく，対立
を分析する外部に置くものと考えられるからである。
　例えば，同レポートでシティズンシップ教育の目標
として掲げられているもののうち，「政治的リテラシー

（political literacy）」が「知識，技能，価値観を通して，
公共的な場において活躍できる存在になるための方法
を知ること」として定義されている（Crick, 1998:41）。
この定義からは，子どもが問題の内部ではなく外部か
ら，いかにして問題に取り組むかを考える猶予を与え
られた存在として，問題の渦中にある大人＝市民とは
異なる位置づけを与えられていると言えよう。
(3)　論争問題学習の３つのアプローチ：分析視点
　以上までに見てきた，アメリカとイギリスにおける
論争問題学習の定義やそこでの子どもの位置づけから
は，３つのアプローチが導出できる。
　「クリック・レポート」（Crick, 1998）では，バイア
スの認識の仕方やエビデンスの評価，そして新たなエ
ビデンスや考え方の提案を教師が指導するべきだとさ
れており，それは「結局，言動全てに良い理由（good 
reasons）を付与すること」（Crick, 1998:56）だとい
う。そのため，「子ども」は「大人＝市民」とは異なり，
論争の外部に置かれるが，何について論争が行われ
ているのかという論争点を明らかにすることであった
り，それぞれの立場に対してよりよい理由付けを行っ

たりすることが学校教育として期待されていると言え
よう。
　したがって，「論争の外部者として論争点を明らか
にしながら批評する活動」，そして「論争の関係者の
立場からそれぞれの意見を主張する活動」が想定され
ていると言える。
　対して，ヘス（2009）では，子どもが「論争の外部
者」もしくは多様な価値観をもつ「論争の関係者」と
して問題を議論するのではなく，「論争の当事者」と
して問題を議論することが民主主義教育として求めら
れていた。したがって，「論争の当事者として子ども
自身の立場から意見を主張する活動」が想定されてい
ると言える。
　ここまでで明らかになった「探究活動の方向性」と

「子どもの立ち位置」を整理すると，表２で示した３
つを分析視点とすることができる。次節以降，これら
３つの視点から国内の先行研究を捉え直し，論争問題
学習の捉え方の特質を抽出してみたい。

３－２．日本における「論争問題学習」アプロ―チの
実際

　1970年代から現在に至るまで，日本において展開さ
れてきた「論争問題学習」の特質はどのように受け止
められてきたのか。それは，めざす市民像，児童・生
徒像によって決定されるが，その市民像は単元中に行
われる探究活動に反映されると考えられる。したがっ
て，本節では，単元中の探究活動について分析視点を
基に検討することで，各研究における「論争問題学習」
の特質を明らかにしたい。
(1)　事例①：歴史教育における論争問題学習
　溝口（1994）はアメリカの D・W・オリバーの

『公的論争問題シリーズ』を取り上げ，「開かれた態
度形成を可能にする歴史教育の原理と方法」（溝口，
1994：41）を明らかにして」いる。『公的論争問題シリー
ズ』は制度の民主化過程を反省する部分と，民主的体
制の解体過程を反省する部分とで構成され，（１）価
値観の対立状況の認識，（２）対立状況における意思
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決定の分析・評価，（３）現在の社会の問題認識，と
いう流れで進む。
　この研究では労働問題とナチ＝ドイツの成立とが例
として取り上げられているが，ここでは子ども自身の
価値観による判断よりも，当時の意思決定の分析と，
人間の尊厳といった民主的価値からの判断が優先され
ているため，探究活動は②が主だと考えられる。子ど
もは当時行われた意思決定を客観的に認識し，その理
由・背景を明らかにしたうえで，ほかにありえた意思
決定を構想することになるためである。
　従って，溝口（1994）は，アメリカにおける意味付
けである「価値が対立する社会における意思決定を行
う市民の育成」ではない，多様な価値観を自律的に吟
味・検討する主体の育成という新たな意味付けを行っ
た嚆矢として注目される。
(2)　事例②：公民教育における論争問題学習
　佐長（2004）は従来の研究とは異なり，「論争問題」
という言葉の定義や意味について言及・引用せずに用
いているこのことから，研究上は「論争問題」の意味
が暗黙に了解されていた，即ち日本の中で本概念が一
定程度浸透したことの証左と考えられよう。
　開発された単元「論争問題としての憲法」では日本
国憲法の平和主義を題材に取り上げ，（１）日本国憲
法第9条に関する問題の認識，（２）自衛隊の憲法明記
に関する理想主義と現実主義それぞれの主張の論理構
造の分析が行われ，（２）が主眼となっている。
　したがって，佐長（2004）はまさに多様な視点から
の検討を促す②の探究活動を想定する論考だと位置づ
けることができる。
　この研究によって，民主主義社会の市民育成へのア
プローチとして論争問題学習が明確に意味づけられ , 
日本の学校教育の文脈を想定した論争問題学習単元が
開発・実践されていった。
(3)　事例③：地理教育における論争問題学習
　永田（2011）は地理教育の文脈で多く参照されて
いる。この研究では「環境保全と経済開発の価値観
の対立から，社会的論争問題になっている」（永田，
2011:181）公害を教材とする，ESD の視点を導入した
地理教育における論争問題学習を提案している。単元
は（１）四日市ぜんそくの発生と対応・裁判までの過
程認識，（２）被害患者の立場から四日市ぜんそくに
ついて判断，（３）中国の天津における大気汚染の現
状認識，（４）発展途上国に環境に関する技術提供を
行う ICETT の活動の認識・評価で構成されている。
　被害者・国内外の多様な関係者といった多様な観点
が見られており，探究活動の方向性としては②が主だ
と考えられる。

　子どもによる公害問題の探究活動は，「持続可能な
開発」に向けて行動・主張する主体の育成の観点から
行われるものであり，溝口（1994）と佐長（2004）と
は異なる意味付けがなされていると言える。
(4) 事例④：政治的リテラシーを育成する論争問題

学習
　岡田（2016）は「クリック・レポート」（Crick, 
1998）に注目し，「政治的リテラシー」を育成し，「判
断の規準」を反省する教材として論争問題を取り上げ
ている。全15時間の単元は大きく分けて以下の構成で
ある。（１）太陽光発電・水力発電・地熱発電・風力
発電の長所と短所を調べる，（２）火力発電と原子力
発電について「判断の規準」に即して評価する，（３）
原子力発電に関する社説を読んで，原子力発電につい
て評価する，（４）原子力発電をめぐる論争の争点を
明らかにする，（５）原子力発電所の事故により避難
した飯館村の人々の生活を調べ，原子力発電の再稼働
について判断する。
　ここでは原子力発電の再稼働を題材として，自分以
外の他者の主張を理解する活動②を通じた政治的リテ
ラシーの育成と，判断とその振り返りを行う③が行わ
れている。政治的リテラシーの育成と判断・反省とい
う新たな意味付けが論争問題学習に対してなされてい
ると言える。
(5)　事例⑤：社会的な判断をせまる論争問題学習
　佐藤（2017）は「政治的リテラシー」の育成をめざ
す授業の中で小学生がどのように「判断の基準」を具
現化していくのかを分析している。
　実践・報告されている単元は全5時間から構成され，
実践校の地域の問題である「自動販売機は公園に置い
たほうがよいか」を主たる問いとして設定している。
問いに対して（１）自分で価値判断を行い，（２）地
域の人にインタビューしながら，考えを深める。（３）
新聞記事・書籍から問いに関する知見を得て，再び価
値判断を行って，根拠づけていく。最後に，（４）区
役所の人から，実際の判断プロセスと結果を聞き，自
分の考えをまとめる。
　佐藤の実践では，③を中心に展開しながらも，子ど
も自身の意見を複数の立場・判断を学び，それらを総
合して再び判断を行う構成となっている。こうした構
成によって，児童が自らの判断規準を振り返りながら，
社会的な判断を行うようになっていくことを目的とし
ており，②を中核においた実践がなされている。
３－３．特質
　ここで事例として見た日本の論争問題学習研究に見
られる学習アプローチの特質を，２点にまとめたい。
① 学習アプローチとしては，取り上げた論争問題に
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関わる関係者の立場を分析し，検討するものが多
い。従って，客観的に論争問題を現象として検討
し評価する学習や，当事者としての検討を行って
いる言及しているものはほとんどない。

② トピックとしては，地域や国の問題など現在進行
形の事象であっても，関係者の立場や論点が明確
な問題を取り上げる傾向が強い。（例えば，論点
が複数あったり，立場と論点がずれていたりする
ものは取り上げられない傾向がある）

４．日本の論争問題学習研究・学習論
の特質

　日本の論争問題学習研究は，アメリカやイギリスを
中心とした海外で蓄積された「論争問題（controversial 
issues）」学習の理論と実践を借用しながらも，独自
の文脈で展開されてきた。また，国内でも「論争問題
学習」と同じ言葉で表現されていたが，その内実は，
３章２節の５事例を見ても明らかなように多様なもの
が提唱されてきた。以下，これまで取り上げてきた多
様な研究や学習論の特質と，その背景を考察していく。
　第１は，研究動向の特質から見ていく。２章で取り
上げてきたように，研究上の特質としては，外在化→
再文脈化→内在化が複線化していることがとりあげら
れるだろう。これは，１つにはアメリカ・イギリスと
いうように，参照する国が変化したことがあげられ
る。2002年から施行されたイギリスのシティズンシッ
プ教育への注目が集まり，研究動向が参照されるよう
になったことで，「論争問題学習」概念も多様化した。
また，研究方法の多様化の影響もあげられるだろう。
例えば，ヘスの研究について最初に言及したのは，後
藤（2011）であり，その際は主に教材論として注目さ
れていたが，岩崎（2016a）では主に教師のスタンス
に関するものとして挙げられる。2010年代に入り，教
師教育研究が浸透し，多数の研究が行われるように
なった（渡邉 , 2017）。国内外の多様な状況変化にあ
わせて，論争問題学習は参照され，変容され，定着が
図られてきた。
　第２は，研究動向と実践上の特質から見えるように，
日本における「論争問題学習」における中心的なアプ
ローチが，表２の「探究活動②：論争の関係者の立場
から意見を主張する」に集中している。こうした探究
活動の方向性となる背景には，子ども自身による考え
に根拠を求め，それも複数の立場から検討した上での
比較衡量を手続きに加えて初めて主張が形成できるの
だという説明・議論の形式に注目が集まったことが挙
げられるだろう。これは，国内の社会論の中心が，森

分（1978）に代表される社会問題実在論アプローチ（探
究活動①）が中心だったこともあげられる。この時期
に，社会問題は関係者によって作り出されるという社
会問題唯名論の立場をとることの重要性が指摘され，
その象徴として「論争問題学習」が提案されていたと
考えられる。
　ただし，ここではあくまで子ども自身の価値や信念
の問い直しは中心的に行われることはなかった。長
田（2014）に見られるように，論争問題への当事者性
を当初は抱かせつつも，それはあくまでも導入に過ぎ
ず，中核となる探究活動はその後の対立する見解の解
明に中心が置かれていた。ここには，個人の価値や信
念にはタッチするべきではない，私的領域には関連し
ないという戦後社会科の理念や，道徳との関連性など
の教科アイデンティティも強く反映していたと推察さ
れる。
　以上のことから，溝口（2015）が指摘してきたように，

「論争問題学習」は必ずしもオルタナティブとしての
み受け入れられたわけではない。日本の学術的・政策
的・実践的文脈を踏まえた上で，多様な研究が参照さ
れ，定着してきているものであった。論争問題学習研
究は，既存の社会科論を裏付ける研究でもあり，一方
で既存の社会科論を問い直す研究でもある。
　続いて，限界と今後の研究課題について見ていく。
一つ目の限界は，国内の先行研究では未だに論争問題
を巡る子どもの実態をつかめていないことである。岩
崎（2016a）が論争問題学習に対する教師の認識を調
査した研究や，一事例として佐藤（2017）や岡田（2019）
が実践する中での子どもの実態は明らかになってい
る。こうした徐々に蓄積しつつある子どもの実態を体
系的に考察する実証的・経験的研究が今後求められる。
そうした研究が蓄積していくことで，規範・原理を子
ども目線から問い直したり，開発・実践を評価する上
での熟達した議論のパフォーマンスの指標を構築した
りできるようになる。
　二つ目の限界は，子どもが論争問題の当事者になり
きれていないことである。ここで注意したいことは，

「論争の当事者」という言葉にも複数意味があり，そ
の違いによって探究活動も異なってくるということで
ある。岡田（2017）は，実際に論争している関係者の
立場から考えることを「論争の当事者になって」と表
現していた。しかし，分析視点③で設定したヘス（2009）
が目指す「論争の当事者」になって論争問題学習をす
るという意味は，言い換えれば「自分ごと」として論
争問題を捉えることであり，当事者としての解決策を
探り提案していくことであった。国内の先行研究で
は，先に見た二つ目の特質からも明らかなように，ヘ
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ス（2009）が目指す方向性をゴールではなくスタート
として位置づけている。ヘス（2009）から見れば，国
内の先行研究ではヘスの目指す「真正な論争問題学習」
として十分なものとは言い難い。あまり参照されてこ
なかったメトカーフの論のように，価値や信念からの
問い直しなどを行いながら，多様な社会科を構成する
ことが重要であるだろう（片上，1971）。
　冒頭で述べたように，これまでの論争問題学習研究
は，日本の社会科の初志を体現する概念として借用さ
れ，再文脈化されてきた。脱政治化の文脈の中でも，
どのようにすれば，子どもが市民として活動できるよ
うになるかという格闘がそこからうかがえる。子ども
をどのように民主主義社会を形成する市民として扱
い，育てるのか。「論争問題学習」という用語を参照
することで，今後も研究を発展させていくことが求め
られる。

【註】

(1) 80本の基礎データについては，紙幅の関係で，以下
のウェブページに資料として掲載している。参照頂
きたい。本稿の参考文献リストは，本文中に言及の
あるもののみとしている。
https://researchmap.jp/multidatabases/multidata
base_contents/detail/279669/e5280e3934abe2553ca
92d63d2898f6e?frame_id=799111
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